
防災無線設備の移設等の概算費用 
 

１ 防災無線設備の移設等の概算費用 

 

 ① 防災無線の鉄塔と局舎の撤去 ２５，９９３千円（１ページ） 

 ② 同等の鉄塔と局舎の新設   ５５，６６０千円（２ページ） 

 ③ 放送設備や関連機器の移設  ８１，３１６千円（３ページ） 

             合計 １６２，９６９千円 ≒ １６３，０００千円 

 

２ 財源手当の見込み 

交付税算入額 庁舎建設基金 合  計 

１８，０００千円 １４５，０００千円 １６３，０００千円 

 

３ 参考事項（積算根拠） 
 
 財源手当としては、防災対策事業（地方債）が考えられる。 
 
 防災対策事業（地方債）の充当など               単位：千円 

事業費 １６２，９６９   

 うち地方債対象額 （ ８１，３１６）  

地方債（充当率７５％） ６０，９００  交付税算入（30%）１８，２７０ 

一般財源（庁舎建設基金） Ａ １０２，０６９   
 
 地方債償還額のうち一般財源負担（利子を含めない簡易計算） 

  償還額６０，９００千円 － 交付税１８，２７０千円 ＝ Ｂ ４２，６３０千円 
 
 建設時と償還時を合わせた一般財源負担 

  Ａ １０２，０６９千円 ＋ Ｂ ４２，６３０千円 ＝ １４４，６９９千円（庁舎建設基金） 
 
  １の③は放送設備や関連機器の整備のため、防災対策事業の対象になると思われる。 

  耐用年数が短いパソコンをベースとする放送操作卓を更新するとすれば、さらに有利な 

 財源手当をすることが可能かもしれない。 

  ただし、移設でなく、放送設備を更新するとなれば、その積算は上記の事業費と異なる 

 （増える）と思われる。 
 
  １の①と②は「移設」のため、 

  防災対策事業の対象になるかは、事業計画のしかたによると思われるが相当厳しい。 

  （新庁舎内に局舎機能を移転し、迅速な防災対策を強化する等の理由が認められれば…） 
 
 借入済の防災無線の地方債の償還完了は令和７年３月、交付税算入終了は令和１２年度。 

資料 ３ 








